
 

 

地域福祉保健計画に基づく 

「市民主体の身近な施設整備」の支援制度のご紹介について 

 

地域福祉保健計画（地区別計画）に基づく「市民主体の身近な施設整備」の支援制度を令

和５年度より開始しました。制度概要を記載したチラシを作成しましたので情報提供いたし

ます。 

施設整備をきっかけに、地域の皆様で取り組む身近な課題解決につなげていくとともに、

地域の活動がより広がっていくことを目指していますので、ぜひ、この制度をご活用くださ

い。 

 

１ 制度の概要 

（１）対象となる取組 

 地域福祉保健計画（地区別計画）に基づく取組 

（２）対象となる団体 

  自治会町内会（連合や単会）のような地域活動を行う組織 

（３）支援の内容 

   ア まちづくり活動支援 

・事前相談   ：区役所や地域まちづくり課の職員が相談に応じます 

・グループ登録後：団体へのまちづくり専門家の派遣、専門家によるアドバイス等 

  イ 施設整備 

  ・施設整備にかかる費用 最大100万円（９割助成） 

    例：交流施設のスロープや手すり、子ども食堂のためのキッチン整備など 

 

２ 支援と整備の流れ 

  事前相談→グループ登録→整備に向けた検討→ 整備費の交付申請→整 備 

・整備費の交付申請を行った場合は、その年度内で整備する必要があります。 

  ・本制度は次年度以降も継続を予定していますので、次年度での整備も可能です。 

   なお、次年度の整備をご検討中であっても、今からの相談が可能です。 

＜参考＞ 

支援制度の詳細は、横浜市ホームページに掲載 

 

 

担当：都市整備局地域まちづくり課 大嶽、大橋 

Tel 045-671-2696 

市連会６月定例会説明資料 

令 和 ５ 年 ６ 月 1 2 日 

都市整備局地域まちづくり課 

二次元コード 検索 身近な施設整備 横浜市 






